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本日ここに、平成 21 年浦安市議会第 1 回定例会を招集し、平成 2１年
度の予算案をはじめ、関係諸議案のご審議をお願いするにあたり、私の

所信の一端と新年度の主な施策の概要を申し上げ、議員各位並びに市民

の皆様のご理解とご協力を賜りたいと思います。  
 

 【市政運営の基本的考え】 

まず、市政運営の基本的な考えを述べさせていただきます。 

昨年、米国に端を発した金融危機は、瞬く間に世界を駆け巡り、「100

年に一度」といわれる世界同時金融不況を引き起こしています。輸出関

連産業を中心に緩やかではありますが、回復傾向を見せていた日本経済

も、今回の金融危機を契機として、外需・内需とも落ち込みを見せ、そ

の影響は製造業において「雇い止め」や「派遣切り」という状況を生み

出し、雇用と生活に大きな不安を与え、日本の政治をも激しく揺さぶっ

ています。 

このような状況下で迎えた平成 21 年度の市政運営にあたっては、時代

の潮流をしっかり見据えることが何よりも重要なことであり、市民生活

に直結する私たち基礎自治体の使命と役割について、改めて基本的な原

理原則に立ち返り、その使命を完遂することが何よりも大事なことと考

えます。 

昨年 11 月 25 日の日本経済新聞の調査によれば、平成 19 年度の本市

の自主財源比率は 84.1％で、調査対象となった全国 783 市中１位とな

っており、財政状況は健全な水準を維持してきました。 

しかし、今後数年は景気悪化による税収の落ち込みが予想されるうえ、

約 40 年に及ぶ新しい街をつくる時代も終息を迎え、今までのような右肩

上がりの成長が期待できない一方、社会保障関係費などの経常的経費の

増加が見込まれるなど、今後の財政状況は楽観視できない状況にありま

す。 

私たちは、日本をも巻き込んでいる世界経済の荒波・強風の前に、た

だ悄然として無為無策のままで立ち尽くしていることは許されません。 

しなやかに、したたかに、16 万 1 千を超える浦安市民の生活防衛とと

もに、市民生活の発展・向上のための諸施策・諸事業を推進すべきと考

えます。 

現在の日本の政治も経済も、危機的な状況であることは誰もが認める
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ところですが、私たちの浦安を見る限り、先人・先輩達の知恵と勇気で、

まさに「ピンチをチャンスに変えて」、誤ることなく時代の潮流を果敢に

乗り切り、現在の浦安市の繁栄をもたらしたことは、歴史が証明してい

るところです。 

昨年は、浦安にとって一大ピンチであった昭和 33 年の「黒い水事件」

ともいわれた「本州製紙・江戸川工場事件」から、50 年目という年でも

ありました。 

また、当時の浦安町は、２年前の昭和 31 年に財政再建団体に陥るとい

うピンチにたたされた時期でもありました。 

まさに、財政的危機に加えて、漁業を中心とした生活面でも窮地にた

たされた先輩達は、知恵を結集して涙を流しながら苦渋ともいえる決断

のもとで難局を乗り切り、危機を好機に変えて、今日の発展の礎を築い

てくれました。 

昨年、４年に一度の「浦安三社祭り」が盛大に開催され、浦安の原点

ともいえる元町の持つエネルギーを再認識したところです。 

平成 21 年は、明治 22 年４月１日に堀江村、猫実村、当代島村の３村

が合併して｢浦安村｣となって 120 周年という記念すべき年でもあります。 

日本書紀の第三巻に「日本（やまと）は、浦安の国。」と記され、日本

の古称とも美称ともいわれ、「浦、安かれ」と漁浦の安泰と平安であれか

しとの祈りと願いを込めて、この地を「浦安」と命名され、今日に至っ

ています。 

今、浦安の原点に立ち返るとともに、先人・先輩達に恥じない市政運

営に努めていく決意を新たにしているところです。 

一方、本市を取り巻く状況で、刮目すべきは巨大ともいうべき政令指

定都市を目指す市川市をはじめとする周辺自治体の動きです。 

現在、本市を除く東葛飾を中心とした８市を視野に入れた人口 250 万

を超す大合併構想がにわかに動き出しています。 

しかし、私はスケールメリットよりも、きめの細やかな市政を目指す

べきで、合併には与せずとの信念のもとで今後ともコンパクトで、市民

の顔が見える市政を目指していく所存です。 

また、昨年は、オランダとスウェーデンを視察してきましたが、市民

の生活に直結する分野の行政が果たすべき「公」の役割を再認識すると

ともに、「民」には成し得ない「公」の信頼は、市民の協力なしでは果た

し得ず、「信頼と協力」の相関関係を高めるために、情報の共有が何より
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も大事であることも確信したところです。 

平成 21 年度は、第２期基本計画の２ヵ年目であり、本市の長年の懸案

課題の解決に向け、各施策を推進していく覚悟です。 

しかし、これまで以上に、本市を取り巻く経済状況、政治状況を踏ま

え、大所高所からの視点をもちながら、まさに今、取り組まなければな

らないことと、優先して進めなければならないものは何かを見極め、施

策や事業の選択による絞込みを行い、それらに対して人や予算などの経

営資源を集中的に投入する「選択と集中」のもと、第２期基本計画で示

したまちづくりの実現に向け、取り組んでまいる考えです。 

このような視点のもとで、懸案の浦安市川市民病院再整備につきまし

ては、後継法人の社団法人地域医療振興協会への経営権譲渡を本年４月

１日に行い、新名称を「東京ベイ・
浦安
市川 医療センター」とし、平成 24 年

に新病院として生まれ変わる道筋が整ったところです。 

また、元町地域の再整備につきましては、首都直下型地震の確率が高

まるなか、関東有数の密集市街地の再整備に向けて、新中通り線とその

周辺市街地を整備するとともに、東西線浦安駅周辺の再整備をより積極

的に、かつ精力的に推進していく決意です。 

新庁舎の建設につきましては、実施設計の一時中断を決断しましたが、

経済・政治などの複合的な不透明感が少しでも見定められ次第、再開さ

せる決意は、変わるものではありません。 

地方自治を取り巻く時代は、大きく地方分権の推進とともに、自己決

定・自己責任の時代へと進んできています。 

本市では、介護保険制度、老人医療費助成制度、乳幼児医療費助成制

度、さらには障害者自立支援制度に対して、自己決定・自己責任のもと

で独自の施策を積極的に推進してきているところです。 

また、２年前の「浦安市民会議」でも提言されたように、これからの

地方自治のキーワードともいうべき「市民参加と協働」をより進めてい

くため、市民の持つ豊かな経験とノウハウを地域社会に役立てていく仕

組みづくりと、地域のまちづくりを担う人材の輩出に取り組んでいく必

要があります。 

そのため、「仮称うらやす市民大学」の開校に取り組みます。 

さらに、地域の自立性や主体的なまちづくりを進めるため「地域内分

権」を新年度の課題として位置づけ、取り組んでいきたいと考えていま

す。 
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 【財政の状況と見通し】 

次に、財政の状況と見通しについて、申し上げます。 

米国の金融資本市場の危機を契機とする世界的な景気後退が見られる

なかで、日本経済は急速に悪化しており、昨年 10 月から 12 月期の実質

ＧＤＰ（国内総生産）の成長率は、マイナス 3.3％、年率マイナス 12.7％

となり、今年１月から３月期も２桁のマイナスが続くものと予想されて

います。 

こうしたなか、平成 21 年度の地方財政は、地方税収入や地方交付税の

原資となる国税収入の伸びが期待できない一方で、社会保障関係経費の

自然増が見込まれることに加え、公債費の償還が今後も高水準で続くこ

とから、将来の財政運営が圧迫されることが強く懸念されています。 

一方、本市は、厳しい財政状況が続く地方財政のなかにあって、134

億円を超す財政調整基金を保有し、また、各種財政指標からも他の自治

体に比べ、恵まれた財政状況にあるといえます。しかしながら、平成 21

年度は、景気減速の影響を受け、法人市民税の減収に加え、配当割交付

金や株式等譲渡所得割交付金などの税交付金の減収が見込まれています。 

そのため、将来にわたり健全財政が堅持されるよう、一層の経費削減

を行うとともに、引き続き都市経営の視点に立って、限られた経営資源

を最大限活用し、効率化な行財政運営を推進していくことが不可欠とな

っています。 
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 【平成 21 年度の予算と組織】 

 次に平成 21 年度の予算と組織について、申し上げます。 

平成 21 年度につきましては、こうした厳しい財政状況ではありますが、

長年の懸案課題の解決に向け、経常的経費の縮減を図るとともに、財源

の確保に取り組み、財政調整基金から 44 億 9,100 万円を繰り入れ、予

算編成を行いました。 

この結果、予算規模は、一般会計において、過去最大の 611 億円とな

り、前年度と比べ 27 億５千万円の増となりました。また、特別会計にお

いては、７会計をあわせ 225 億 7,380 万円、前年度に比べ 18 億 8,560

万円の増となりました。 

行政組織につきましては、仮称うらやす市民大学の開校に向け、市長

公室に市民大学プロジェクトを新設します。     

未納債権の回収対策を強化するため、財務部に債権管理対策準備プロ

ジェクトを新設します。 

総務部防犯課につきましては、地域主体の防犯活動を推進するために

は、自治会との連携が不可欠であることから、市民経済部に移管します。 

国の医療制度改革により、市町村に対して、特定健診と保健指導が義

務化されたことから、業務の効率化を図るため、市民経済部国保年金課

の国民年金業務と国民健康保険業務を分離し、年金業務を市民課に移管

します。国保業務につきましては、国民健康保険課を新設し健康福祉部

に移管します。 

教育委員会につきましては、教育に関する施策の企画・立案、総合調

整や進行管理を行う部署として、教育総務部に教育政策課を新設します。 

運動公園のスポーツ施設の整備を推進するため、生涯学習部市民スポ

ーツ課に運動公園スポーツ施設整備プロジェクトを新設します。 
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 【主な施策・事業】 

 次に、平成 21 年度の主な施策や事業について、第２期基本計画に掲げ

たリーディングプランに沿って申し上げます。 

 

■次代を担う浦安こども未来プラン                  

まず、「次代を担う浦安こども未来プラン」について申し上げます。 

子育て支援につきましては、こどもを安心して産み、健やかに育てら

れる環境づくりを進めるため、妊婦健康診査費用の公費負担を、現在の

５回から厚生労働省が望ましいとしている 14 回に拡大します。 

 また、ハイリスクの妊婦や新生児の救急医療に対応するため、順天堂

大学医学部附属浦安病院にＮＩＣＵ（新生児集中治療室）のベッドと母

体救急のベッドを確保し、周産期救急医療体制の充実を図ります。 

 増加する保育需要に対応するため、高洲保育園を増築します。 

また、在宅での子育てを支援するため、地域子育て支援センターを併

設します。 

また、保育環境の向上と多様な保育ニーズに応えるため、本市独自の

基準による認証保育所制度を導入します。 

幼児教育の充実を図り、低年齢の保育ニーズに応えるため、市立幼稚

園での３歳児保育を新たに見明川幼稚園と美浜南幼稚園で実施します。 

また、すべての幼児が豊かな学び環境で成長できるよう、保育園と幼

稚園が連携して就学前保育（教育）カリキュラムを策定します。 

児童育成クラブにつきましては、本市の実情にあわせた、運営の基本

的な考え方を定めたガイドラインを策定します。 

また、入会児童の増加に対応するため、舞浜小学校地区児童育成クラ

ブを建て替えるとともに、仮称東野小学校の建設にあわせ、新たに児童

育成クラブ施設を整備します。 

日中一時支援事業として、現在のいちょう学級施設を利用して、特別

な支援が必要な児童・生徒等の放課後や日中の居場所づくりを進めます。 

こどもに関する手続き窓口の案内や子育てに関する相談を受ける子育

て総合窓口を開設します。 
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次に、確かな学力と豊かな人間性を育み、地域とともにこどもたちを

育てる学校教育につきましては、市民が地域の学校に関心を持ち、地域

と学校が連携して様々な取り組みを推進していくため、堀江中学校区を

モデル地区として学校支援協議会を設置します。さらに、協議会の運営

をサポートするため、学校支援コーディネーターを配置します。 

こどもの発達と学びの連続性を重視し、こどもの発達過程にあわせた

確かな学力を育むため、小中連携を推進するためのプログラムを作成し

ます。 

また、障がいのある児童・生徒一人ひとりの教育的ニーズを的確に把

握し、適切に支援していくため、日の出中学校に特別支援学級を整備す

るとともに、仮称東野小学校での開設準備を進めます。 

また、市内の高等学校への支援や地域との連携のあり方などについて、

これまでの検討をもとに基本的な方向性を取りまとめます。 

また、学校規模の適正化については、第２次学校適正配置等検討委員

会からの報告を踏まえ、小中一貫校を含めた学校の統合や学区の再編な

どについて検討します。 

学校施設の充実につきましては、東野地区の住宅開発に伴う児童の増

加に対応するため、平成 22 年４月の開校に向け、仮称東野小学校を建設

します。 

また、こどもたちの学習環境を維持するため、すべての小学校の普通

教室にエアコンを設置するとともに、既存の学校施設の教育環境を改善

するため、見明川小学校及び堀江中学校の校舎を大規模改修します。 

また、千鳥学校給食センター第３調理場につきましては、ＰＦＩ方式

による平成 23 年度の開設を目指し、事業者の選定を行います。 

 

■交流とやすらぎにあふれる地域づくりプラン              

次に、「交流とやすらぎにあふれる地域づくりプラン」について申し上

げます。 

まず、市民相互の交流を通じた元気で生き生きとした地域づくりにつ

きましては、高齢者のいこいの場であり、ふれあいの拠点でもある老人

福祉センターを東野地区に移転し、生きがいづくりや交流活動を推進し

ます。 
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障がい者がその能力と適性に応じて働けるよう、就労支援センターと

福祉的就労、一般就労の３つの機能が複合した施設を、平成 22 年度の開

設を目指し千鳥地区に整備します。 

また、今後必要となる福祉施設等を効果的に配置していけるよう、限

られた公有地の有効活用について検討します。 

市民一人ひとりの健康づくりやレクリエーション活動を推進するため、

多目的広場やスポーツコートを移設するなど、運動公園スポーツ施設の

本格整備を目指した段階的な整備に取り組みます。 

また、平成 22 年度の第 65 回国民体育大会（ゆめ半島千葉国体）空手

道競技の開催に向け、リハーサル大会の開催などの準備を進めます。 

また、昨年は、春に桜をテーマにしたイベントや秋には日本の伝統芸

能である薪能を初めて開催し、市内外から大勢のご参加をいただき、盛

況を博しました。今後は、これらの取り組みを花火大会や市民まつりと

ともに、本市の新たなイベントとして定着させ、一年を通じて楽しめ、

賑わいのあるまちづくりを進めてまいります。 

また、平成 21 年度は、平成元年 10 月に米国オーランド市と姉妹都市

協定を締結してから、20 周年という節目の年にあたります。市では、市

民訪問団を派遣するなど、これを機会になお一層の市民主体の国際交流

を推進してまいります。 

 

次に、医療や福祉が充実し災害に強く犯罪のない、明るいやすらぎに

あふれたまちづくりにつきましては、長年にわたり地域の医療を担って

きた浦安市川市民病院が、安定的で良質な医療を継続できるよう、民設

民営による全面的な建て替えという大きな方針のもと、病院の運営を社

団法人地域医療振興協会に引き継ぐことに決定しました。 

浦安市川市民病院は、４月から新たに東京ベイ・
浦安
市川 医療センターとし

て再スタートします。生まれ変わる新病院の建て替えを支援するととも

に、建て替え期間中の運営を支援します。 

防犯につきましては、公共空間での犯罪の発生を抑止するため、警察

官ＯＢを活用した移動防犯車による啓発活動を行いながら、防犯相談や

防犯診断を実施するとともに、新浦安駅周辺５ヶ所に防犯カメラを設置

します。 

防災につきましては、市民、事業者、市がそれぞれの責務と役割分担

のもと、連携して災害対策に取り組みます。 
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災害時に自ら避難行動を行うことが困難な高齢者や障がい者などの災

害時要援護者対策として、情報伝達や避難支援を迅速に行うための支援

体制の整備を進めます。 

また、高洲北小学校をモデル校として、避難所運営マニュアルモデル

プランを策定します。 

また、建築物の耐震性の向上を図るため、昭和 56 年の建築基準法の改

正以前に建築された、緊急輸送道路沿道の建築物や医療施設、分譲マン

ション、木造建築物の耐震診断及び耐震改修を促進します。 

交通安全につきましては、自転車安全利用条例の制定にあわせ、幼児

用ヘルメットの普及や講習会の実施、中学生以下を対象とした自転車運

転免許証の発行など、条例を実効あるものとしていくための様々な取り

組みを実施します。 

 

■まちに誇りと愛着を感じる浦安づくりプラン            

次に、「まちに誇りと愛着を感じる浦安づくりプラン」について申し上

げます。 

まず、身近な地域から取り組む地球環境の保全につきましては、省エ

ネルギー対策を推進するため、総合体育館ＥＳＣＯ
エ ス コ

 事業の省エネルギー

設備の本格的な運用を開始します。 

また、従来の住宅用太陽光発電システムに加え、ヒートポンプなどの

省エネルギー機器も対象とした新たな補助制度を実施します。 

また、効率的なエネルギー利用を進めるため、電気自動車を導入しま

す。 

環境を大切にする人づくりを進めるため、豊富な知識と経験をもつ人

材を環境アドバイザーとして、環境学習の場で活躍していただきます。 

また、環境学習を推進していくための基本的な考え方やその方向性を

定めた環境学習基本方針を策定します。 

ごみの減量化・再資源化につきましては、レジ袋の削減やごみの発生

抑制に取り組んでいる小売店をエコショップとして認定し、活動を奨励

するとともに、レジ袋の大幅削減に向けた取り組みについて、大規模小

売店との協議を進めます。 

羽田空港の再拡張事業に伴う航空機騒音問題に対応するため、騒音に

よる影響をシミュレーションするとともに、騒音の低減対策について検

討します。また、航空機騒音に関する市民アンケートなどを実施します。 
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次に、豊かな生活環境を次世代に引き継ぐ取り組みにつきましては、

親水性や地域特性を踏まえながら、水際線の整備・活用に関する基本方

針を策定します。 

また、三番瀬を活用した環境学習や自然体験を推進するため、環境学

習施設の整備に向けた検討を進めます。 

境川の水辺空間整備につきましては、江川橋から東水門までのＣゾー

ンの未整備部分の県による護岸改修を促進します。また、新橋から江川

橋までのＢゾーンにつきましては、県による護岸改修を促進するととも

に、修景整備を県と共同で進めます。 

また、舞浜海岸につきましては、ジョギングやサイクリングを楽しむ

ことができるよう、県の護岸改修にあわせた緑道整備や修景整備を促進

します。 

公園の整備や緑化の推進につきましては、海楽公園や身近な公園の再

整備を進めます。 

また、公園等里親制度など市民が主体的に取り組む緑化活動を支援す

るとともに、緑化の進め方などについて市民とともに考える場として、

「みどりの会議」を設置します。 

 

次に、地域の課題に取り組み、地域の個性や資源を活かしたまちづく

りにつきましては、本市の長年の懸案でもある元町地域の再整備に向け、

新中通り線と周辺市街地の再整備を堀江・猫実Ｂ地区土地区画整理事業

として推進し、第一工区として猫実側から事業に着手します。 

また、新橋周辺で取得した公有地につきましては、元町の魅力を活か

した公園等の整備に向けた検討を進めます。 

当代島地区につきましては、歩行空間の安全性や快適性の向上を図る

ため、旧県道の再整備に向けた実施設計を行います。 

浦安駅周辺地区の再整備につきましては、ステップ１を浦安駅周辺第

一地区とし、事業協力提案者とともに事業化に向けた検討を進めます。 

開発から 30 年前後経過した中町地域につきましては、住宅の更新時期

を迎えつつあることから、今後も現在の良好な市街地環境や街並みが維

持されるよう、地域主体のまちづくりを支援するため、まちづくりアド

バイザーの派遣や情報提供を充実します。 
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新町地域につきましては、地域を取り巻く状況の変化を踏まえ、道路

や橋梁、緑地など、残された都市基盤施設の早期整備を、関係機関と協

議を行いながら促進します。 

良好な景観形成につきましては、景観条例や景観計画に基づき、建築

物や工作物に対する規制や誘導を行うとともに、市民主体の景観まちづ

くりを推進するため、地域活動への支援や景観シンポジウム等による意

識の醸成を図ります。 

散策路整備につきましては、モデルコースを複数設定し具体的な整備

に向けた実施設計を行います。 

 

■未来につながる自治体経営プラン                  

次に「未来につながる自治体経営プラン」について申し上げます。 

今、新しい自治体経営のあり方が問われています。私は、将来にわた

って持続的な発展が可能な、新しいまちづくりのかたちとして、「市民・

地域と協働で築く新しい公共の創造」と、予算や人事、組織などが総合

的・有機的に連携する「行政経営システムの確立」の２つを基軸として、

市民の皆様から信頼され、分権型社会をリードする優れた自治体経営を

目指します。 

そのため、まず、市民自治の実現に向け、これからの市民活動や地域

活動を担う人材を育成する場として、仮称うらやす市民大学を平成 21 年

６月に開校します。また、平成 22 年度の開設を目指して、仮称高洲地区

公民館複合施設を建設します。 

団塊の世代を中心としたシニア世代の地域での活動を積極的に支援す

るため、この１月にシニア世代地域デビュー応援サイト（Ｕ活ネット）

を開設しました。今後も、シニア世代の方々が、様々な経験や知識を活

かしながら、身近な地域で活躍できるよう、イベントの開催や参加のき

っかけづくり、情報提供などを進めてまいります。 

さらに、市民協働・地域協働を推進するため、協働のあり方や方策な

どを盛り込んだ協働のガイドラインを策定し、その行動計画となる市民

参加推進計画を改定します。 

市民サービスの向上と行政運営の簡素・効率化を図り、より一層の行

財政改革を推進するため、第３次行政改革推進計画を策定します。 
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また、多様な主体との協働を推進するためには、情報の共有化が必要

不可欠です。そのため、誰もが見やすく利用しやすくなるよう、ホーム

ページを一新し広聴広報機能を充実します。 

 

最後に、地域経済の活性化について申し上げます。 

まず、中小企業の円滑な資金繰りを支援するため、融資枠を拡大しま

す。また、消費刺激策として、浦安市商店会連合会が行う商品券発行事

業を支援します。 

就労支援につきましては、就労に関する相談員の派遣やセミナーの開

催、地域職業相談室の運営など、市民の就労機会の拡大に取り組んでま

いります。また、国が緊急的な経済対策として打ち出した、ふるさと雇

用再生特別交付金や緊急雇用創出事業交付金を活用した、雇用機会の拡

大に努めます。 
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 【むすび】 

 
平成 21 年度のスタートにあたり、市政運営についての私の所信の一端

と主な施策の概要について申し上げました。 

過去に私たちは、高度経済成長の終焉、オイルショック、バブル経済

の崩壊と様々な危機を乗り越えてきましたが、今すさまじいともいえる

時代の潮流に翻弄されるだけでは、過去、世界大恐慌の後に結果として

第２次世界大戦を招いたという教訓から何も学ばなかったと、後世の人

たちから嘲笑されるのは目に見えています。 

すべての事象には相似性があるといわれますが、今、国と県が本市に

とって範を示す存在でない状況下では、「小よく大を制す」たるべく、本

市が他に範を示す気概と決意のもと、今後とも地方自治のトップ・ラン

ナーとして、新しい時代を切り開いて、国を支え、国を変えていくつも

りで市政運営を推進していく所存です。   

市民の代表である議員の皆様のご理解とご協力をいただきながら、こ

の難局を乗り切り、市民協働のまちづくりを進めてまいる所存です。 

 以上、議会並びに市民の皆様のご理解、ご協力を重ねてお願い申し上

げまして、平成 21 年度の施政方針とさせていただきます。 

 

 

平成 21 年２月 23 日  
浦安市長 松 崎 秀 樹  

 


